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2018 年 1 月 31 日 提出 

 

平成２９（２０１７）年度 

研究、教育、社会・学会（研究会）活動報告書 

 

１． 研  究（本年度のみ） 

教員氏名 

(ローマ字） 

今瀬 政司 

（IMASE Masashi） 
職 位 准教授 学 位 経営学士 

専門分野  

研究課題 

テーマ 地域政策・地域活動 

概要 
ＮＰＯと自治・協働の地域づくり、地域経済と産業活性化、地域と国

の共創政策、災害応援と防災、離島振興、沖縄政策 

本年度 

研究業績 

研究費 

総額：450,000 円 

内訳：個人研究費 250,000 円 ／ 科学研究費       円 

   企業補助金     円 ／ その他（法政大学）200,000 円 

研究テーマ 地域政策・地域活動 

経過と到達点 長期計画の中で着実に実施 

 

（１） 著書   

 著書名 
発行年月 

（西暦） 
発行所等の名称 概要 

①単著書     

②共著書 

Uddevalla 

Symposium 2017: 

Innovation, 

Entrepreneurship 

and Industrial 

Dynamics in 

Internationalized 

Regional Economies 

January 

2018 

University West, 

School of Business, 

Economics and IT,  

SE-461 86  

Trollhättan, Sweden 

 

ISBN: 

978-91-87531-61-3 

Revised papers first presented at 

the 20th Uddevalla Symposium,  

15-17 June,2017, Trollhättan, 

Sweden 

Editor: Iréne Bernhard 

Masashi Imase “Regional factors 

in which geographical 

concentration of new industries 

and mature industries is created - 

Comparative of Tsubame city & 

Sanjo city's metal processing 

industry and Okinawa 

prefecture's traditional craft 

industry –“ (pp.309-326) 
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④共訳書     

 

（２） 論文 等 

 論文等の名称 

発行年

月 

（西暦） 

単･共

著の別 
発表雑誌等 概要 

⑤査読付 

論文 

Regional factors in which 

geographical concentration of 

new industries and mature 

industries is created  - 

Comparative of Tsubame city 

& Sanjo city's metal processing 

industry and Okinawa 

prefecture's traditional craft 

industry – 

2017 年

6 月 

単著 University West, 

Trollhättan, 

Sweden 

「第 20 回ウッデバ

ラ・シンポジウ

ム」国際学会（ス

ウェーデン） 

A4：20 頁 

 

⑥紀要論文      

⑦研 究 

ノート 

     

⑧翻 訳      

⑨資 料      

⑩調査報告      

⑪被引用 

（他文献） 

DSM と  CMM を用いた地域

活動のつながり可視化・構造化

モデルの提案 

2016 年

3 月 

共著 地域活性学会研究論

文集「地域活性研究」

Vol.7 

著者：保井俊之（慶

應義塾大学）坂倉杏

介（東京都市大学）

林亮太郎（慶應義塾

大学大学院）前野隆

司（慶應義塾大学） 

 

（３） 第三者（文部科学省、経営団体、企業 等）により認証された研究 

 
研究テーマ 

（代表研究者名） 

期間年月 

（西暦） 

研究項目の名称 

（文科省科研費等） 
概要 

⑫単独研究     

⑬共同研究 

（代表） 
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⑭共同研究 

（代表以外） 

地域イノベーション研

究会（松本敦則（法政

大学大学院イノベーシ

ョン・マネジメント研

究科教授）） 

2017年4

月 ～

2019年3

月 

法政大学イノベーショ

ン・マネジメント研究

センター 研究プロジ

ェクト 

現在日本における地域イノベーシ

ョンの動向に関する研究を行う。地

域イノベーションの定義や方向性

を確認した上で、個別のテーマを取

り上げていく。研究成果は公開シン

ポジウムの開催や、学術論文投稿な

どで公開する予定。 

 

 

２．教  育（本年度のみ） 

担当科目 

 
前   期 後   期 

科目名 科目名 

講義 
地域創生論／企業の経済学／経営経済

特別講義 I／経営経済特別講義 III 

非常利組織論／観光概論／ 

経営経済特別講義 II 

演習 基礎ゼミナール／ゼミナールⅡ ゼミナールⅠ／ゼミナールⅢ 

実習 社会活動単位認定制度前期 社会活動単位認定制度後期 

教育内容・方法 

の工夫 

◆講義科目 

各回の授業では、口頭や書面にて質問・意見等を積極的に出してもらい、その授業中あ

るいは次回以降に回答等をフィードバックした。一般講義のほか、企業分析ノウハウの

実践的学習、法人設立・運営ノウハウ（書類作成等）の実践的学習なども行った。 

◆演習科目 

全く白紙の状態から全ゼミ生一人一人が独自に企画書を立案作成・実施、学外現場での

複数回にわたる活動と研究、卒業論文の学内発表会と学外発表会（西京区役所向け）等

を実施した。実社会で役立つ知識・ノウハウ・スキル等の学び、プレゼンテーション・

ディスカッション等に重点を置いた。就活指導・編入指導・卒論指導・課題レポート指

導・学業生活指導等での個別面談・相談対応をほぼ毎日複数人に実施した。 

◆実習科目 

事前勉強会後、学生一人一人が自律的に学外組織にアプローチして、活動計画書を作成

し、学外現場で実践活動を行い、活動記録書と活動報告書を作成する進め方の各段階に

おいて、学生一人一人に面談してチェック・相談対応・個別指導を行って、実践的ノウ

ハウを教育した。 

◆その他（教科書・教材等の作成を含む。） 

テキスト、参考書、独自教材プリント、板書、プロジェクター（インターネット、写真、

動画等）、レポート等のツールを各回織り交ぜながら授業を進めた。 
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３．社会・学会（研究会）活動 等（本年度のみ） 

 

（１）社会活動 

分  類 活動・講演の概要 

①地域研究活動 

 

代表 ・特定非営利活動法人市民活動情報センター代表理事 

・会津若松市役所「会津若松市行政提案型協働モデル事業プレゼンテーション・

審査会」審査委員長 

・京都市西京区「ふらっと・西京」企画運営専門アドバイザー 

理事 ・公益社団法人奈良まちづくりセンター理事 

・京都府「災害時連携ＮＰＯ等ネットワーク」理事 

・京都府「京都府地域力再生支援会議」委員 

・一般社団法人大阪公共サービス政策センター理事 

幹事  

②講演（教育機

関・企業等） 

学外 ・「まちづくりグループの立ち上げと運営」京都市西京区主催『2017 年度第 1 回

地域力サポート講座講演会』（2017 年 4 月 11 日） 

・「市民協働の心得」会津若松市主催『「市民協働推進員 2017 年度第１回研修会』

（市各部局職員向け講演会）（2017 年 5 月 12 日） 

・「京都府「NPO 等リスクマネジメントに係るアンケート調査報告」」京都府災

害時連携ＮＰＯ等ネットワーク主催『第 2 回大会記念シンポジウム』（京都大

学、2017 年 7 月 1 日） 

・「まちづくり活動の計画と実践」京都市西京区主催『2017 年度第２回地域力サ

ポート講座講演会』（2017 年 8 月 10 日） 

・「なぜいま寄付なのか？ ～全員参加のまちづくりを目指して～」NPO 法人み

んなのネットワーク主催／亀岡市共催「亀岡市民活動推進フォーラム講演会」

（亀岡市役所、2017 年 10 月 28 日） 

・「実践事例に学ぶ協働事業の進め方」会津若松市主催『「市民協働推進員 2017

年度第２回研修会』（市各部局職員向け講演会）（2017 年 11 月 24 日） 

・「市民協働の心得②」会津若松市主催『「市民協働推進員 2017 年度第３回研修

会』（市各部局職員向け講演会）（2018 年 2 月 13 日）予定 

学内  

③シンポジウム等の企画

（教授会承認事項／１本） 

 

 

（２）学会（研究会）活動 

分   類 活動・講演の概要（時期） 

④学会運営 代表  
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理事 

・地域活性学会理事 

・地域活性学会「広報・交流委員会」副委員長 

・地域活性学会「離島振興部会」副部会長・部会事務局長 

・地域活性学会「研究推進委員会」委員 

・日本離島研究会理事（幹事） 

幹事  

⑤学会報告 

・「L セッション」「ＮＰＯ等の災害時相互支援とリスクマネジメントの推進 ～

ＮＰＯ等リスクマネジメントに係るアンケート調査報告～」（地域活性学会「第

9 回研究大会」2017 年 9 月 2 日、島根県立大学）研究報告 

・「国際学会チャレンジ部会セッション」「 "Regional factors in which 

geographical concentration of new industries and mature industries is 

created - Comparative of Tsubame city & Sanjo city's metal processing 

industry and Okinawa prefecture's traditional craft industry –"」（地域活性

学会「第 9 回研究大会」2017 年 9 月 3 日、島根県立大学）研究報告 

・「研究部会交流セッション（離島振興部会）」（地域活性学会「第 9 回研究大会」

2017 年 9 月 3 日、島根県立大学）研究報告 

⑥司会・コメンテーター ・「Ｓセッション」（地域活性学会「第 9 回研究大会」2017 年 9 月 3 日、島根県

立大学）座長 

⑦第三者認証研究会 運営  

⑧第三者認証研究会 報告  

⑨一般研究会 運営  

⑩一般研究会 報告  

⑪本学経営情報学会 報告 「災害時相互支援とリスクマネジメント」2018 年 3 月 13 日報告 

 

４．特記事項（本年度のみ） 

・課外活動：「京都経済短大今瀬政司ゼミナール西京区役所向け卒業論文報告会」開催（2018 年 1 月 17 日） 

（全ゼミ生 14 名７個人・チーム発表、西京区長に７個人・チームの卒業論文フルペーパー提出） 

・文部科学省科学研究費補助金 2018 年度基盤研究（Ｂ）（一般）に共同研究代表者として申請 

（テーマ「地域創生とイノベーション -イノベーションと新産業創出の地域偏在性-」、申請額 1,979 万円） 

・法政大学大学院政策創造研究科兼任講師（非営利組織特論） 

・法政大学大学院中小企業研究所特任研究員 

・今瀬研究室ホームページの開設（ゼミナールや社会活動単位認定制度などの取組み成果、卒業論文、大学関

連・地元京都関連の取組み成果、論文成果等を報告掲載） 

・日本ＮＰＯ学会会員（2016 年 3 月まで理事 3 期任期満了退任） 

・人を大切にする経営学会会員 

・日本ベンチャー学会会員 

・朝日新聞 2017 年 12 月 23 日、「”自治会補助金 領収書不要？” ”前橋、高齢者イベント巡りトラブル” ”

県内他市は提示・提出求める” ”チェック態勢 厳しく 「市民活動情報センター理事で京都経済短期大学

の今瀬政司准教授（地域創生論）の話”」 

・(公社)日本中国友好協会『日本と中国 2018 年 1 月 1 日号』意見広告「祝 日中平和友好条約締結 40 周年」 

 


